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茨
城
県
産
業
別
最
低
賃
金
が
下
表

の
と
お
り
改
正
さ
れ
ま
し
た
。

　

な
お
、
次
に
掲
げ
る
者
に
つ
い
て

は
、
産
業
別
最
低
賃
金
の
適
用
が
除

外
さ
れ
、
茨
城
県
最
低
賃
金
の
時
間

額
６
５
５
円
が
適
用
さ
れ
ま
す
。

①　

歳
未
満
ま
た
は　

歳
以
上
の
者

１８

６５

②
雇
入
れ
後
６
月
未
満
の
者
で
あ
っ

て
技
能
習
得
中
の
者

③
清
掃
、
片
付
け
の
業
務
に
主
と
し

て
従
事
す
る
者

④
一
般
機
械
器
具
製
造
業
の
う
ち
建

設
用
シ
ョ
ベ
ル
ト
ラ
ッ
ク
製
造
業
、

繊
維
機
械
製
造
業
（
一
部
除
外
業

種
あ
り
）

⑤
精
密
機
械
器
具
製
造
業
の
う
ち
測

量
機
械
器
具
製
造
業
、
眼
鏡
製
造

業
（
枠
を
含
む
）

　

ま
た
、
一
部
に
平
成　

年　

月　

１１

１２

３１

日
発
行
の
産
業
別
最
低
賃
金
が
適
用

さ
れ
る
業
種
が
あ
り
ま
す
。

　

詳
細
に
つ
い
て
は
、
茨
城
労
働
局

労
働
基
準
部
賃
金
室
ま
で
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

○
お
問
い
合
わ
せ

　

茨
城
労
働
局
労
働
基
準
部
賃
金
室

　
�
０
２
９（
２
２
４
）６
２
１
６

茨
城
県
産
業
別
最
低
賃
金
の改

正
に
つ
い
て

○
業
務
内
容

①
ア
ン
ケ
ー
ト
の
回
答

②
意
見
・
要
望
等
の
報
告

③
研
修
会
等
へ
の
出
席

○
募
集
人
員　

県
内
で　

名
２３

※
結
果
は
４
月
上
旬
に
本
人
へ
通

知
し
ま
す
。

○
任　

期

　

依
頼
日
か
ら
平
成　

年
３
月　

２０

３１

日
ま
で

○
応
募
資
格

①
年
齢　

歳
以
上
の
方

２０

②
国
、
地
方
公
共
団
体
の
議
員
ま

た
は
職
員
以
外
の
方

③
他
の
食
生
活
モ
ニ
タ
ー
の
予
定

の
な
い
方

④
原
則
と
し
て
平
成　

年
度
食
料

１８

品
消
費
モ
ニ
タ
ー
で
な
い
方

○
謝　

金

　

謝
礼
あ
り
（
金
額
未
定
）

○
応
募
期
限

　

２
月　

日�
ま
で

２８

　
（
当
日
消
印
有
効
）

○
応
募
方
法

　

往
復
は
が
き
ま
た
は
電
子
メ
ー

ル
に
、
郵
便
番
号
、
住
所
、
氏
名
、

年
齢（
平
成　

年
４
月
１
日
現
在
）、

１９

性
別
、
職
業
、
電
話
番
号
、
簡
単

な
応
募
動
機
を
記
入
の
う
え
、
お

申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

○
お
申
し
込
み
・
お
問
い
合
わ
せ

　

〒
３
１
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０
０
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水
戸

市
北
見
町
１�
９

　

茨
城
農
政
事
務
所　

消
費
生
活

課　

消
費
経
済
係
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８
５

　

メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス

　

m
on
itor_sh

ou
sei@

k
an
to.

m
aff.g
o.jp

平
成　

年
度
食
料
品
消
費
モ
ニ
タ
ー
募
集

19

　

農
林
水
産
省
で
は
、
農
林
水
産
業
に

関
す
る
各
種
統
計
調
査
に
携
わ
っ
て
い

た
だ
く
統
計
調
査
員
お
よ
び
調
査
補
助

者
を
募
集
し
て
い
ま
す
。

　

調
査
員
の
仕
事
の
内
容
は
、
調
査
先

へ
の
調
査
の
依
頼
、
回
収
等
が
主
で
す
。

　

応
募
を
希
望
さ
れ
る
方
は
、
お
問
い

合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

○
お
問
い
合
わ
せ

　

関
東
農
政
局　

茨
城
農
政
事
務
所

筑
西
統
計
・
情
報
セ
ン
タ
ー
境
庁
舎

　
�
　

１
１
１
１

（８７）
農
林
水
産
統
計
調
査

員
の
募
集
に
つ
い
て

茨城県の最低賃金

効力発生日時間額（円）件　　　名
平成１８年１０月１日６５５茨城県最低賃金
平成１８年１２月３１日７５８鉄鋼業

産
業
別
最
低
賃
金

平成１８年１２月３１日７４７一般機械器具製造業

平成１８年１２月３１日７４２

電気機械器具、
情報通信機械器具、
電子部品・デバイス、
精密機械器具製造業

平成１８年１２月３１日７１８各種商品小売業




